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統計指標を用いた関東・東海地方沿海市町村の
　　　　　　　　　　　　　　類型化と構造分析

玉置泰司＊

Classi∬cationandStruct皿aIAnalysisoftheKantoπokaiDistrictCoastalCities，

　　　　　　　　　Towns　and　Vi皿ages　by　Use　of　Statistical　lndexes

YasujiTamaki

Abstract：Based　on　the　fishery　reality　and　the　reality　of　the　other　industry，classification　and

stmctural　analysis　of　the　coastal　cities，towns　and　villages　in　the　Kanto1Tokai　district　was　done．At

first，chief　ingredient　analysis　was（10ne　using　six　economy　relation　indexes　and　seven　fishery

relation　indexes．As　a　result，two　chief　ingredient　scores　to　represent　the　fisheW　prQ（1uction　scale

and　the　economy　vitality　were　calculated。Using　these　scores，the　surveyed　area　was　divided　into

the　following　five　types．

Atypeisthefisheryareawherethe丘sheryproductionscaleislarge。

B　type　is　the　fishing　village　area　where　the　fishery　production　scale　is　small。

C　type　is　the　city　neighboring　area　where　the　fishery　production　scale　is　large。

D　type　is　the　city　neighboring　area　where　the　fishery　production　scale　is　smalL

Etypeisurban鉱eas・

　　　The　characteristics　of　each　type　were　grasped　by　use　of　the　statistical　indexes，Activation

condition　of　the　fisheries　are　examined　according　to　the　classification　of　coastal　type。
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＊中央水産研究所（Nahonal　Research　Institute　of　Fisheries　Science，Fukuura，Kanazawa，Yokohama236．8648，

Japan）
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　漁業経営の悪化，漁業者の減少・高齢化等，我が国水産業の動向は厳しい状況に直面して

いる。特に水産業が地域の経済基盤を支えてきた市町村においては，漁業経営改善を核とし

た水産業の活性化が望まれている。地域の水産業を活性化させるためには，地域特性を踏ま

えた施策の実施が不可欠であるが，これまで水産分野では各漁業地域の特性を的確に捉える

研究は必ずしも十分に行われてこなかった。従来行われてきた漁業構造分析においては，経

営体階層区分別，漁業種類別ないしは海区区分別に漁業センサス等の平均値等を用いた漁業

・漁村の動向解明が行われてきた（廣吉編1997）。また，漁業センサス第13報（海面漁業の

地域構造に関する統計）においては，いくつかの指標数値の大小をもとに漁業集落を5通り

に類型化し，類型ごとに統計数値を集計しているが，統計報告として単純に集計するにとど

まっている。この他，漁村の類型化に視点を置いた研究としては，採貝藻，定置網，魚類養

殖，沖合・遠洋漁業等，主とする漁業種類による分類と，立地環境からの分類を行い，2つの

分類を組み合わせた類型別に漁村整備の方向性を示した事例がある（全漁連1982）。しかし

ながら，広範な指標を用い地域の総合的な水産業の活力等を求め沿海市町村を分類した事例

はない。一方，農業分野においては，中山間地域対策や農業活性化方策の検討のために，農

業関係指標のみならず地域社会経済に関する多数の指標を総合して地域の類型化を行う研究

がこれまでにも行われている（中本1991，橋詰1996，農林漁業金融公庫1991，1992及び1997等）。

　そこで，本稿では沿海市町村の漁業実態，他産業の状況等に基づいて，それぞれの市町村

の相対的位置関係を明らかにし，地域全体の漁業実態とその他の社会経済条件から類似する

市町村をグループ化することによって沿海市町村の地域特性を把握することを目的とする。

分析材料と方法

　本稿では，電算化されたデータが入手できなかったこともあり，全国沿海市町村に応用す

る前に，試験的に茨城県から三重県に至る関東・東海地方1都6県の沿海市町村を分析対象

として選択した。1都6県の沿海市町村168＊1のうち，漁業集落＊2を有さない38市町村につい

ては，本稿の分析対象から除外した。この理由は，漁業集落がない所に対しては，水産施策

の重点化等，水産業活性化のためのアプローチはとりにくいからである。従って今回分析対

象とした市町村数は130である。これらの沿海市町村別に，社会経済関係指標は国勢調査，

工業統計等の諸統計から，漁業関係指標は第9次漁業センサスから抽出した・地域の類型化

に多くの指標を用いた場合，情報量は増加するが，情報の要約や総合的な評価が困難となる。

そこで，多数の指標のもつ情報を要約するために，これらの市町村別指標数値を主成分分析

の手法により合成指標（主成分）をつくり，得られた主成分得点をもとに，市町村の類型化

を行った。

＊1168のうち東京都特別区23区は1と数えている。
＊2「漁業集落とは，漁業地区の区域の一部において，一定の地理的領域と社会的領域によって成立して

　いる漁業の地域社会として，漁港を核に，その背後に当該漁港の利用関係にある個人漁業経営体，

　漁業従事者世帯及び漁業関連産業に従事する者のいる世帯（以下「漁業世帯等」という。）の社会生

　活面の一体性に基づいた居住範囲のうち，漁業世帯等が10戸以上存在するもの又は漁業世帯等の数

　が10戸未満であっても，総世帯数に対する漁業世帯等の割合が30％以上のものをいう・」第9次漁業

　センサス第4報（平成7年，農林水産省統計i青報部）
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結　　果

　地域の特色を総合的にとらえるために，まず，漁業実態と地域社会経済の状況を表す23の

指標を選択し＊3，それらの相関係数の試算や試験的に行った主成分分析の解析結果を勘案

し，最終的に主成分分析にかける指標を漁業関係指標7つと，地域社会経済関係指標6つの

合計13指標に絞り込んだ（表1）。

表1．主成分分析に用いた指標

指標

区分
指標名 指標の出典・算出方法

社
会
経
済
関
係
指
標

人口増減率（199511985） 総務庁r国勢調査』（1985及び1995）　総人口（1995）÷総人口（1985）X100－100

生産年齢人ロ比率 総務庁r国勢調査」（1995）　生産年齢人ロ（年齢15～59歳の人口）÷総人口×100

可住地人口密度 総務庁r国勢調査」（1995）、農林水産省「林業センサス」（1990）及び建設省r全国
都道府県市区町村別面積調」（1993）　　総人口÷（総面積一林野面積一湖沼面積）

財政力指数 自治省「市町村別決算状況調」（1995）

1人当たり課税対象所得額 日本マーケティング教育センターr個人所得指標」（1993）　課税対象所得額÷総人口

1人当たり工業出荷額 通産省「工業統計」（1994）　　工業出荷額÷総人ロ

漁
　
業
　
関
　
係
　
指
　
標

1経営体平均漁獲金額

漁業就業者1人当たり漁獲金額 1経営体平均漁獲金額×総漁業経営体数÷総漁業就業者数

漁獲金額1千万円以上漁業経営体比率 漁獲金額1千万円以上漁業経営体数÷総漁業経営体数×100

1経営体平均海上作業従事者数

沖合・遠洋漁業就業者数比率 沖合・遠洋漁業就業者数÷総漁業就業者数×100

1漁業経営体当たり動力漁船トン数 動力漁船総トン数÷漁業経営体数

10トン以上動力漁船隻数比率 10トン以上動力漁船隻数÷総動力漁船隻数×100

注）漁業関係指標の出典はすべて農林水産省r第9次漁業センサス」（1993）による。

　標記13指標のデータにより，第1主成分から第4主成分まで抽出した（表2）。主成分の

累積寄与率は第4主成分までで77。9％であるが，特に第1主成分34％，第2主成分27％とこ

れら2つの主成分で個々の指標の有する情報量の61％を伝達している。第3主成分と第4主

成分の寄与率は8～9％と比較的低いので，類型化に用いるのは第2主成分までとした。各

主成分の表す意味は，各主成分と個々の指標との相関係数を意味する主成分負荷量を検討す

ることによって評価した。この主成分負荷量の絶対値がおおむね0．5以上の指標が各主成分

と相関が高い指標と判断した。また，各指標が各主成分の中でどれだけの情報をカバーして

いるのかを示す説明寄与率を表3に示した。

＊3絞り込みの過程でカットした10の指標は，社会経済関係指標5つ（「老年人口比率」，「第3次産業就

　業人口比率」，「林野率」，「1人当たり預貯金残高」，「1人当たり商店販売額」）と漁業関係指標5つ

　　（「1経営体当たり漁業従事日数」，「専業漁業経営体比率」，「従事日数150日以上経営体比率」，「40

　歳未満男子漁業就業者比率」，「漁業経営体数増減率（83→93年）」）であった。老年人口比率は生産

　年齢人口比率と相関係数が0．94と高いため除外した。また，他の指標は社会経済関係と漁業関係そ

　れぞれの指標のグループと同一の主成分を形成しなかったため，主成分の解釈を容易にするために

　除外した。
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表2．主成分負荷量，固有値，寄与率及び主成分の解釈

指標
区分

　　　　　　　　　　主成分名

指標各

主　成　分　負　荷　量

第1主成分 第2主成分 第3主成分 第4主成分

社
会
経
済
関
係
指
標

人口増減率（1995！1985） 0．1579 0．6268 一〇．3580 一〇．1536

生産年齢人口比率 0．2671 0．8749 0．0106 一〇．0379

可住地人口密度 0．1792 0．7005 α5149 一α0880

財政力指数 α2155 0．8224 一〇．0789 一〇．0463

1人当たり課税対象所得額 0．1168 0．8801 O．2268 一〇．1010

1人当たり工業出荷額 0．1036 014170 一〇．7194 0．1412

漁
業
関
係
指
標

1経営体平均漁獲金額 0．9301 一（L1318 0．1038 0．1905

漁業就業者1人当たり漁獲金額 “7823 一〇．0941 0．3310 02340

漁獲金額1千万円以上漁業経営体比率 α5136 0．0558 一〇．1517 0．4989

1経営体平均海上作業従事者数 α8628 一〔L1247 一〇．1643 0．1662

沖合・遠洋漁業就業者数比率 0．6603 一α2982 一（瓦1286 一〇．5687

1漁業経営体当たり動力漁船トン数 0．8983 ｝0．1554 0．0304 0．0618

10トン以上動力漁船隻数比率、 0．6832 一〇2486 一〇．0756 一〔L5599

薗有値 4．3943 3．4935 1．1621 一』1．0734』

寄与率 33．8％ 26．9％ ＆9％ ＆3％

累積寄与率 33．8％ 60．7％ 69．6％ 77．9％

主成分の解釈 漁業生産規模 経済活力

表3．各指標の説明寄与率及び固有ベクトル

指標
区分

　　　　　　　　　　　　主成分名

指標名

説明寄与率 固有ベクトル

第1主成分 第2主成分 第1主成分 第2主成分

社
会
経
済
関
係
指
標

人口増減率（1995／1985） 0．6％ 11．2％ 0．0753 O．3354

生産年齢人口比率 1．6 21．9 0．1274 0．4681

可住地人口密度 0．7 14．0 0．0855 O．3748

財政力指数 1．1 19．4 0．1028 0．4400

1人当たり課税対象所得額 0．3 22．2 α0557 0．4709

1人当たり工業出荷額 0．2 5．0 0．0494 0．2231

【社会経済関連指標累積値】 4．5 93！7

漁
　
業
　
関
係
指
標

1経営体平均漁獲金額 19．7 0．5 0．4437 一〇．0705

漁業就業者1人当たり漁獲金額 13．9 0．3 0．3732 一〇．0503

漁獲金額1千万円以上漁業経営体比率 6．0 0．1 0．2450 0．0299

1経営体平均海上作業従事者数 16．9 0．4 04116 一〇．0667

沖合・遠洋漁業就業者数比率 9．9 2．5 0．3150 一〇．1595

1漁業経営体当たり動力漁船トン数 18．4 0．7 α4285 ｛0・q831

10トン以上動力漁船隻数比率 10．6 1．8 0．3259 一α1330

【漁業関連指標累積値】 95．4 63

合　　　　　　　計 100．0％ 100．0％

注）説明寄与率とは・各指標のr主成分負荷量の二乗」の固有値に対する割合。
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1．第1主成分の解釈

　本主成分は，漁業関係の7つの指標すべてで主成分負荷量が0．5以上である。さらに，説

明寄与率1で遜ても．．第ユ、美求黛9屯で撫業関連指標累殖値尽9臥4髪礁9嫉P・．杢手塵麓嬬［癖

業生産規模」を表す主成分と判断した。なお，第1主成分に最も強く影響を与えているのは

1漁業経営体当たり平均漁獲金額であり，1漁業経営体当たり動力漁船トン数がそれに次ぐ。

　なお，表3により第1主成分の固有ベクトルを検討すると，13のすべての指標で固有ベク

トルg数値が正であるδこのことは・・漁業関係指標に比べてはるかに小さな数値であるとは

いえ，経済関係の指標はすべて第1主成分に寄与していることを示している。

2．第2主成分の解釈．

　本主成分は，地域経済関係の6つの指標のうち工業出荷額は0．4と若干低いが，それ以外

の5？の指標はすべて主成分負荷量参0。6以上である。さらに，説明寄与率でみても，第2

主成分の中で社会経済関連指標累積値は93．7％にのぼり，本主成分は「経済活力」を表す主

成分と判断したびなお1’第一2主成分に最も強く影響を与えているのば・1人当たり課税対象所

得額であり，生産年齢人口比率，財政力指数がそれに続いている。

』なお，表3により第2主成分の固有ベクトルを検討すると，漁業関係指標は漁獲金額1千

万円以上経営体比率を除きす飛て負の値であり，、、第2主成分にマイナスに作用してセ・るが，、

郵っとも強く作用しているめは沖合・遠洋漁業就業者比率となっている。

O．主成分得点の算出

　上記1及び2より市町村ごとに2つの主成分得点を算出するこどにより，F市町村の平均値

ば対する相対的な位置関係を明らかにすることができる。主成分得点の0はサンプ！レ市町村

の平均値を示している。

　各市町村㊧主庫分得点はむ指標ごとにその市町村のデ悟タと全市町村平均値ζの差を算出

して，、それを標準偏差で除した値に指標ごとの固有ベクトルを乗じ，13指標分の和を求める

ことで算出できる。この場合固有ベク市ルが大きいほどその指標が主成分に多く作用し，マ

イナスのベクトルは下方へ作用している。、

　こゐだめが客市虹村あ釜成分得薫を検討する際1ζい次の歳を留慧ずる軽要力悔る尋…　・

①社会経済指標のデータが著しく大鱒声地域の鵜第餓黛（漁芋生酬模）の得

点が若干高く算出される。P

②他方，沖合・遠洋漁業就業者比率の高い沖合！遠洋漁業＠基地等では。第2注成分（経済

活力）が経済関係の指標だけで計算した場合よりも若干低く算出される。

4．市町村の地域類型化

　（1）　2つの主成分得点による市町村散布図と市町村類型化

　図1は縦軸に漁業生産規模得点（第1主成分得点），横軸に経済活力得点（第2主成分得

点）をとり，全130市町村の散布状況を示しだものである。散布状況の特徴としては，漁業

生産規模がプラス方向に大きく広がっていることと，漁業生産規模及び経済活力のいずれも

マイナスの市町村が多いことがあげられる。
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　市町村の類型化手法としては，クラスター分析による方法もあるが，ここでは市町村数が

130と少ないこと，各類型の性格付けが容易であることなどから，散布図の第1から第4象

限を基本とする分類とした。つまり，漁業生産規模及び経済活力がサンプル市町村の平均を

上回るか，下回るかによって類型化を行った。ただし，経済活力の特に高い市町村について

は，前掲3の留意点を踏まえ，「都市的地域」として別の類型に分類した。

　（2〉各類型の特徴

　（1〉に基づき分類された5つの類型について市町村数及び第1・第2主成分得点の最大値，

最小値，平均値を表4に示した。なおここで使用している「漁業生産規模が大きい」，「漁業

生産規模が小さい」という表現は，あくまで今回分析対象とした関東・東海沿海市町村130

の平均値と比較して「大きい」，「小さい」と分類したものであり，全国市町村を対象とする

等，サンプルの取り方によっては異なる分類となるものと推察する。

表4．各類型の市町村数及び第1・第2主成分得点の最犬値，最小値，平均値

地域類型 市町村数
漁業生産規模（第1主成分得点） 経済活力（第2主成分得点）

最大値 最小値 平均値 最大値 最小値 平均値

A漁業生産規模が大きい漁業地域

B漁業生産規模が小さい漁村地域

C漁業生産規模が大きい都市近郊地域

D漁業生産規模が小さい都市近郊地域

E都市的地域

20（15，4％）

50（385％〉

20（15，4％〉

28（215％〉

12（92％）

30，997

一（L304

　6．29

一（LO46

4，484

　0．034

－4，776

0，041

－3，248

一λ556

　5．640

－2，307

　λ375

－1」80

α408

一α056

一α041

4784

　4554

　8981

一5，083

－5，578

　α512

　砿115

　5．267

一λ710

－2，711

　2422

　2．127

　6．815

合　　　　計 130（100％）

注）漁業生産規模がr大きい」，r小さいjという表現は，あくまで今回分析対象とした関東・東海地方沿海市町村130
　の平均値と比較して分類したものである。

　各類型毎の基本統計シェアを表5に，13指標の平均値を表6に，所属する市町村名を表7

に示した。さらに類型ごとの市町村の分布図を図2に示した。これらに基づき各類型に関し

以下の特徴が得られた。

①地域類型「A」（漁業生産規模が大きい漁業地域）

　第1主成分がプラスで第2主成分がマイナスの値をとるもの。つまり，漁業生産規模が平

均以上で，経済活力は平均以下ということである。市町村数は20でサンプル数の15．4％にあ

たる。第1主成分得点は0．034から30．997までと大きな幅がある。

　本類型の漁業経営体数シェアは，14．3％であるが，動力漁船総トン数，沖合・遠洋漁業就

業者数，10t以上動力漁船隻数シェアはいずれも4割を超えており，本類型には規模の大き

な沖合・遠洋漁業中心の市町村が多数含まれていると推察される。このため本類型の漁獲金

額合計は5類型中最も大きく，全体の35％を占める。13指標の平均値をみると，漁業関係指

標はすべて5類型中最大である。社会経済関係指標のうち，人口増減率は本類型と次のB

類型のみマイナスの値である。地域的には千葉県では外房北部に集中しているが，他県では

地域的なまとまりは少ない。
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表6，各類型毎の主成分分析に用いた13指標の平均値

指標
区分

　　　　　　　　　　　　　　　類　型
指標名 A B C D E 全平均

社
会
経
済
関
係
指
標

人口増減率（1995／1985）（％） 一1．3 一4．2 3．2 6．1 8．4 0．8

生産年齢人口比率（％） 65．3 62．7 69．4 68．6 72．5 66．3

可住地人口密度（人／km2） 1，036 692 2，237 1，424 4，846 1，524

財政力指数 0．49 0．38 1．02 0．83 1．12 0．66

1人当たり課税対象所得額（千円） 1，215 1，155 1，566 1，509 1，989 1，381

1人当たり工業出荷額（千円）『 1，888 943 4，696 3，290 5，975 27636

漁
業
関
係
指
標

1経営体平均漁獲金額（万円） 4，081 711 1，933 586 1，087 1，425

漁業就業者1人当たり漁獲金額（万円） 1，240 459 878 405 887 657

漁獲金額1千万円以上漁業経営体比率（％） 35．6 18．5 25．9 234 25．5 23．3

1経営体平均海上作業従事者数（人） 4．96 2．05 3．44 1．98 乞34 2．72

沖合・遠洋漁業就業者数比率（％） 37．7 9．1 24．7 1．6 3．1 14．9

1漁業経営体当たり動力漁船トン数（トン） 24．9 4．3 15．1 Z5 3．2 8．1

10トン以上動力漁船隻数比率（％） 20．9 6．4 15．9 3．0 4．0 10．3

②地域類型「B」（漁業生産規模が小さい漁村地域）

　第1主成分と第2主成分がともにマイナスの値をとるもの。つまり，漁業生産規模と経済

活力がともに平均以下ということである。市町村数は50でサンプル数の38．5％にあたり，5つ

の類型中で最も市町村数が多い。

　本類型の漁業経営体数シェアは，該当市町村数が多いこともあり45．6％と最も高い。この

ため漁業就業者数や動力漁船隻数のシェアはそれぞれ4割強を占める。しかしながら漁獲金

額は全体の28％を占めるにとどまっている。13指標の平均値をみると，漁業関係指標のうち

1千万円以上漁獲金額経営体比率は19％と5類型のうち最も低く，零細規模の経営が多数を

占めている類型といえる。他方，社会経済関係の指標をみると，6つの指標すべてで5類型中

最低値となっている。地域的には千葉県外房南部，静岡県南伊豆・西伊豆，三重県伊勢湾口

～熊野灘等の半島部や東京都島填部にまとまりがみられる。

③地域類型「C」（漁業生産規模が大きい都市近郊地域）

　第1主成分と第2主成分がともにプラスの値をとるもの。つまり，漁業生産規模と経済活

力がともに平均以上ということである。市町村数は20でサンプル数の15．4％にあたる。

　本類型の漁業経営体数シェアは，12．7％と低いが，動力漁船総トン数，沖合・遠洋漁業就

業者数，10t以上動力漁船隻数シェアはいずれも2割を超えており，比較的漁業規模が大き

いことを示している。13指標の平均値をみると，漁業関係指標は漁業就業者1人当たり漁獲

金額を除く6つの指標でA類型に次ぎ高い値となっている。また，社会経済関係指標も，6

つの指標のうち人口増減率を除く5つの指標でE類型に次ぐ値である。地域的には茨城県

市部，神奈川県相模湾の東西両端部，静岡県伊豆半島北東部及び駿河湾湾奥部から湾西部，

三重県北の市部等にまとまりがみられる。
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　本類型の漁業経営体数シェアは3．8％と5類型中最も低い。このため他の基本統計の指標

値いずれにおいても5％に満たないシェアとなっている。13指標の平均値をみると，社会経

済関係指標は，6指標すべてが5類型中最高値となっている。地域的には千葉県東京湾奥部の

首都圏市部，神奈川県横浜市と相模湾奥部にまとまりがみられる。なお，東京都小笠原村も

この類型に含まれるのが特徴となっている。

考　　察

　前章で示した類型別の特徴と，表8に示した各類型毎の基本統計の平均値に関し考察を行

い，各地域類型毎の水産業活性化条件を次のように類推した。

1，地域類型「A」（漁業生産規模が大きい漁業地域）

　漁獲量の多さを反映して，1日当たり製氷能力及び凍結能力は5類型中最も高く，背後施設

が充実していることを示している。1経営体当たり農林漁業金融公庫融資残高も1千万円強

と5類型中最も高く，強い投資意欲がみられる。本類型は沖合・遠洋漁業就業者比率が38％

と最も高い。漁獲単価の平均が135円／kgと低いことから，主としてマイワシ，マサバなど，

価格の低い浮魚を対象とする沖合漁業が中心となっていると思われる。これらの浮魚資源

は，漁獲量の変動が大きいという特徴がある・加えて，遠洋漁業は入漁国や国際漁業管理機

関等による操業規制が突然強化されるなど，将来的な不安定さをかかえているという問題点

がある。また，今のところ40歳未満男子漁業就業者数比率が19％と最も高いが，1経営体平均

海上作業従事者数も5人と多いことから，漁業就業者が減少傾向にある中，将来必要とする

漁業就業者を確保できなくなる不安もある。従って，本類型の市町村においては沖合・遠洋

漁業の維持と平行して，沿岸漁場造成等による沿岸資源の育成にも力を入れていく必要があ

ると考えられる。なお，現状でも1経営体当たり魚礁設置事業費は5類型の中では最も多い。

2．地域類型「B」（漁業生産規模が小さい漁村地域）

　都市から離れた半島部に位置する市町村が多く，地域経済にとって水産業の地位は高い。

過去10年間の人口増減率も4％の減少と5類型中最も低く，地域の活性化のためにも水産業

そのものの活性化が望まれる地域である。1経営体従事日数も141日と最も少なく，漁業後

継者不足と高齢化の進行がうかがわれる。専業経営体数比率がC，D類型に次いで低い状況

にあるが，遊漁兼業率は16％を占めるにすぎない。また，可住地面積100k㎡当たり一般病院

・診療所数及び市町村道舗装率も5類型中最も低いことから，生活環境面の充実も後継者の

定着には必要である。

　なお，沿岸漁業・魚類養殖業を主体とする市町村が多いため，漁獲物の単価は平均より高

い。沿岸漁場造成や資源管理型漁業の推進，養殖漁場管理の徹底が漁獲量の増加に結びつく

可能性も高い。ちなみに現状でも1経営体当たり築磯事業費は最も多い・

3　地域類型「C」（漁業生産規模が大きい都市近郊地域）

都市近郊地域ということもあり，一般病院・診療所数や市町村道舗装率は5類型中第2位
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で，生活環境面の整備水準は比較的高い。漁業生産規模は高いものの他産業への流出等から

過去10年間の漁業経営体数の減少率が18％と，D類型に次いで高い現状にある。一方，遊漁

兼業率は最も高いものの，遊漁案内利用者数は5類型中3番目にすぎない。

　製氷能力や凍結能力は5類型中2位で，背後条件もある程度整っており，公庫融資残高も

多く投資意欲もみられる。沖合・遠洋漁業就業者比率も25％と高く，漁獲量も多いことから，

A類型同様，沖合・遠洋漁業の維持と平行して，沿岸漁場造成・資源管理型漁業の推進等に

よる沿岸資源の育成にも力を入れていくべき地域と考えられる。

4．地域類型「D」（漁業生産規模が小さい都市近郊地域）

　都市近郊地域にあり，漁業生産規模が小さいことから，他産業への流出等により過去10年

間の漁業経営体数の減少率は25％と5類型中最も高い。加えて，専業経営体数割合が24％，40

歳未満男子漁業就業者数割合が15％とC類型に次いで低い。他産業に流出した漁業後継者

が将来漁業に戻るかどうかが，漁業経営体数の今後の動向を規定し，漁業集落として今後と

も存続していけるかどうかの鍵を握っている。

　そのためには，漁業活性化を図らなければならない。しかしながら，漁獲単価は平均より

高いものの，漁獲量は少なく，本類型が集中する浜名湖周辺や，伊勢・三河湾周辺などでは，

水質の悪化による漁業資源の減少等，漁業だけではどうにもならない環境条件等が影響して

いる可能性が高い。魚礁設置や築磯の事業費が5類型中最も少なく，これら事業の積極的な

実施が望まれる。一方，遊漁兼業率は10％と5類型中最も低いものの，1遊漁案内業者当たり

の遊漁案内利用者数は1，842人と5類型中2番目に高い。遊漁案内の兼業等により漁家収入

を増加させることが後継者獲得にもつながる。

5．地域類型「E」（都市的地域）

　経済活力が特に高い市町村のみを取り出しているため，一般病院・診療所数や市町村道舗

装率は最も高く，生活環境には恵まれている。しかし，漁業生産規模は平均より小さい市町

村5箇所，平均より大きい市町村7箇所とばらつきがある。このため水産業活性化の手法も

一様ではない。漁獲量は5類型中最も少なく，それを反映して凍結能力が最も低く，製氷能

力も5類型中2番目に低い。可住地人口密度の高い市町村が多いため，消費地との近さを生

かした高鮮度漁獲物の直売等，少ない漁獲物に高い付加価値を付けて販売していることが，

漁獲単価が最も高いことに現れている。また，都市住民のアクセスが良いため，現状でも遊

漁兼業率は28％と5類型中2番目に高く，遊漁案内利用者数も2，725人と最も多い。遊漁等

海洋レクリエーションの維持・発展も活性化のための1つの方向である。

　本稿では，沿海市町村の地域特性の把握を目的に，関東・東海地方における沿海市町村の

漁業実態，他産業の実施状況等に基づく市町村の類型化と地域分析を試みた。その結果，こ

れらの類型を単位とした地域分析を行うことが，地域類型「E」以外では施策の整合性も見

られ，地域特性に応じた水産業の活性化方策を検討する上で有効な手法であることが確認さ

れた。今回は，試験的に分析地域を関東・東海地方に限定したが，今後日本全国に対象を拡

大した場合，サンプル市町村数が増加するため，端的に「漁業活力」を示す主成分を合成す

ることも可能となってくる。なお，水産分野の場合，市町村を対象とした公表済みの統計デ
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一タが農業分野と比較して少ないので，各種データの発掘・収集も今後の課題としてあげら

れる。

　本稿は農林水産省農業総合研究所で実施された第52回経済関係企画職員研修成果をもと

に，漁業関係指標の解釈に新たな視点を加えとりまとめたものである。研修中ご指導いただ

いた農業総合研究所農業構造部地域経済研究室橋詰登氏に心より感謝申し上げる。
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